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事業報告書

自 平成２１年４月 １日

至 平成２２年３月３１日
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平成２１年度事業報告書

Ⅰ 総括的概要

平成２１年度のわが国経済は、世界的な金融危機・同時不況により前年度か

ら 4四半期連続のマイナス成長となる深刻な景気後退局面での年明けとなった。

4 月には自動車や電化製品等の購入促進策や公共投資の増加などの政策効果

により、一部に持ち直しの動きがみられたものの、円高や国内の需要不足の影

響、さらにはデフレの加速など、地域中小企業を取り巻く環境は、引き続き厳

しい状況で推移した。

本県においても、有効求人倍率は通年全国平均を下回るなど、雇用状況は

特に厳しいものがあった。

このような状況の中にあって、当連合会は県内商工会議所との連携のもと、

平成２１年度事業計画に基づく諸事業を実施した。

政策提言及び要望活動では、第４６回栃木県商工会議所議員大会を足利商工

会議所主管のもと開催し、決議事項について関係機関への要望活動を行ったほ

か、政策委員会活動では、初めての試みとして日本銀行と県商工会議所連合会

政策委員との意見交換会も行った。また、隣接県商工会議所連合会や栃木県商

工三団体協議会と連携した事業を実施した。

さらに、月例経済概況調査など、各商工会議所が必要としている情報の収

集・分析を行い、継続した情報の提供を行ったほか、各商工会議所の新規採用

職員を対象とした研修の拡充を図るなど人材育成事業にも努めた。

その活動の概要は次のとおりである。
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１ 会議の開催

本会の重要事項についての意思決定及び各商工会議所共通の課題解決の

ため各種会議を開催した。

（１）通常総会及び理事会等の開催

ア 通常総会 ２回開催

イ 正副会長会議 １回開催

ウ 理事会 ３回開催

（２）各種懇談会等の開催

ア 知事と正副会頭等による新春懇談会 １回開催

イ 正副会頭セミナー ２回開催

（３）諸会議の開催

ア 定例専務理事会議 １０回開催

イ 事務局長会議 ３回開催

ウ 企画広報推進会議 １回開催

エ 振興委員研究集会担当者会議 １回開催

２ 政策提言及び要望活動

各商工会議所の意見を結集するなどして、緊急提言要望、景気対策、中小

企業振興対策等をまとめ、国･県、関係機関等に対する政策提言活動を実施

した。

（１）政策委員会等の開催

ア 政策委員会 ３回開催

イ 政策委員会起草小委員会 ３回開催

ウ 日本銀行と栃木県商工会議所政策委員との意見交換会 １回開催

（２）第4６回栃木県商工会議所議員大会 1回開催(足利商工会議所主管)

（３）関係機関に対する要望・陳情活動の実施

ア とちぎ未来開拓プログラム（試案）について（意見）

（平成 21 年 6 月 16 日）

イ 中小企業の資金繰りに関する緊急要望

（平成 21 年 6 月 25 日、7 月 2 日）
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ウ 「新内閣に期待する」について

（平成 21 年 10 月 6 日）

エ 第 4６回栃木県商工会議所議員大会決議事項の要望

（平成 21 年 10 月 8 日）

オ 平成２２年度税制改正に関する要望

（平成 21 年 10 月 22 日）

カ 中小企業の活力強化と地域経済の活性化に関する要望

（平成 21 年 11 月 4 日）

キ 参議院予算委員会委員と商工業関係者との意見交換会

（平成22年2月19日）

３ 関係機関との連携

関係機関との連携による活動と諸会議への参加・協力を行った。

（国、県、関係機関等からの要請に基づく事業、会議等に対する参加・

協力。会長･･･78回、専務理事･･･60回、各会頭･･･3回、常務理事･･･51回、

事務局･･･28回）別掲

（１）国・県等との連携

ア 関東経済産業局との連絡協議会への参加

イ 経済産業省、中小企業庁、関東経済産業局、関東農政局、

栃木県等が実施する事業、会議等に対する参加・協力 別掲

ウ 関係行政機関の施策、示達事項等の連絡・協議

（２）関係機関との連携

ア 日本商工会議所、関東商工会議所連合会その他関係商工団体が実施す

る事業、会議等に対する参加・協力及び連絡調整業務の実施

イ 隣接県商工会議所連合会との連携

（ア）茨城･栃木･群馬三県商工会議所交流会議準備会 ２回開催

（イ）茨城･栃木･群馬三県商工会議所交流会議幹事会 ２回開催

（ウ）四県連(茨城・埼玉・群馬・栃木)専務理事会議 ２回開催

（エ）四県連事務担当者連絡会議(埼玉県開催) １回開催

（オ）滋賀県商工会議所連合会視察受入 １回開催

ウ 栃木県商工三団体協議会の活動 会議･事業等１４回実施

エ その他経済団体等が実施する事業、会議等に対する参加・協力
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４ 商工振興事業及び調査研究活動の充実強化

各商工会議所に必要な情報の収集及び提供並びに課題についての調査研

究等を行った。

（１）ホームページによる情報発信

http://www.ftcci.or.jp/ アクセス件数 44,663 回

(平成 21 年 4 月～平成 22 年 3 月)

（２）県内共通の商工会議所施策紹介パンフレット内容の研究・作成

(企画広報推進会議 １回開催 鹿沼商工会議所主管)

（３）商工会議所組織調査及び調査結果の提供 １回(調査時点 7 月)

（４）月例経済概況調査及び調査結果の提供 １２回

（５）県下有効求人倍率状況調査及び調査結果の提供 １２回

（６）県内企業倒産状況調査及び調査結果の提供 ４回

（７）海外経済状況等の調査研究（随時）

栃木県海外経済交流協議会事業を通じて各種海外情報セミナー、経済交

流活動等など海外経済に関する諸事業を展開した。

ア 栃木県・インディアナ州姉妹提携 10 周年記念事業への協力 １回

イ 栃木県・仏ヴォークリューズ県友好交流 20 周年記念事業参加 １回

ウ 海外経済情報セミナーの開催 ３回

エ 情報の収集・提供等 年間

（8）栃木県内商工会議所共済制度統一キャンペーンの実施 １回

基準保険料達成率部門で全国都道府県第１位(達成率 191.5％）となった。

５ 人材育成等の充実強化

各商工会議所の諸事業が効率的･効果的に推進できるよう、人事管理委員

会の開催並びに人材育成のための研修事業等を実施した。

（１）人事管理委員会の開催

（２）経営指導員等研修会

ア 経営指導員等資格取得事前研修会 １回開催

イ 前期経営指導員等県外先進地調査(真岡商工会議所主管)
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ウ 後期経営指導員等県外先進地調査(栃木商工会議所主管)

エ 栃木県内商工会議所金融担当者懇談会(宇都宮商工会議所と共催)

オ 新規採用職員研修 １回開催

カ 新規採用職員継続研修 １回開催

（３）専務理事研修会(栃木商工会議所主管) １回開催

（４）経営指導員等技術研修（宇都宮商工会議所と共催） ２回開催

（５）第３１回栃木県商工会議所振興委員研究集会 １回開催

（足利商工会議所主管)

（６）その他の研修（販売士資格更新講習会の共催） ２回開催

（７）職員研修体系の研究

本県商工会議所の研修体系作成に資するため、各商工会議所役職員を対

象としたアンケートを実施し、ニーズを踏まえた研修体系として整理区分

した。

６ 受託事業等

各経済団体関係等の事務運営を受託し、各団体の事業計画に基づき事業を

運営した。

（１）栃木県商工会議所青年部連合会

（２）栃木県観光土産品公正取引協議会

（３）栃木県珠算連盟連合会

（４）栃木県海外経済交流協議会


